吹田市介護保険法施行条例の一部を改正する条例を次のとおり公布します。
令和元年１２月２７日
吹田市長　後　藤　圭　二
吹田市条例第５９号
吹田市介護保険法施行条例の一部を改正する条例
吹田市介護保険法施行条例（平成２５年吹田市条例第７号）の一部を次のように改正する。
題名の次に次の目次及び章名を付する。

目次
第１章　総則（第１条・第２条）
第２章　指定等の基準（第３条－第１８条）
第３章　手数料（第１９条－第２１条）
第４章　雑則（第２２条）
附則
第１章　総則
第１１条を第２２条とし、第１０条を第１８条とし、同条の次に次の１章及び章名を加える。
第３章　手数料
（指定等に関する手数料）
第１９条　次の各号に掲げる事務に係る申請をしようとする者は、当該申請の際、当該各号に定める額の手数料を納めなければならない。
⑴　法第４１条第１項本文の指定居宅サービス事業者の指定又は法第５３条第１項本文の指定介護予防サービス事業者の指定の申請に対する審査　１の指定につき30,000円

⑵　前号に規定する指定の申請を同時に行う場合における当該申請に対する審査　同時に申請する２の指定につき35,000円

⑶　法第４１条第１項本文の指定居宅サービス事業者の指定の更新又は法第５３条第１項本文の指定介護予防サービス事業者の指定の更新の申請に対する審査　１の更新につき10,000円

⑷　前号に規定する指定の更新の申請を同時に行う場合における当該申請に対する審査　同時に申請する２の更新につき10,000円

⑸　法第４２条の２第１項本文の指定地域密着型サービス事業者の指定（市内の事業所に係るものに限る。）又は法第５４条の２第１項本文の指定地域密着型介護予防サービス事業者の指定（市内の事業所に係るものに限る。）の申請に対する審査　１の指定につき30,000円

⑹　前号に規定する指定の申請を同時に行う場合における当該申請に対する審査　同時に申請する２の指定につき35,000円

⑺　法第４２条の２第１項本文の指定地域密着型サービス事業者の指定（市内の事業所に係るものに限る。）の更新又は法第５４条の２第１項本文の指定地域密着型介護予防サービス事業者の指定（市内の事業所に係るものに限る。）の更新の申請に対する審査　１の更新につき10,000円

⑻　前号に規定する指定の更新の申請を同時に行う場合における当該申請に対する審査　同時に申請する２の更新につき10,000円
⑼　法第４６条第１項の指定居宅介護支援事業者の指定の申請に対する審査　１の指定につき30,000円

⑽　法第４６条第１項の指定居宅介護支援事業者の指定の更新の申請に対する審査　１の更新につき10,000円

⑾　法第４８条第１項第１号の指定介護老人福祉施設の指定の申請に対する審査　１の指定につき30,000円

⑿　法第４８条第１項第１号の指定介護老人福祉施設の指定の更新の申請に対する審査　１の更新につき16,000円

⒀　法第５８条第１項の指定介護予防支援事業者の指定の申請に対する審査　１の指定につき30,000円

⒁　法第５８条第１項の指定介護予防支援事業者の指定の更新の申請に対する審査　１の更新につき10,000円

⒂　法第１１５条の４５の３第１項の指定事業者の指定（市内の事業所に係るものに限る。）の申請に対する審査　１の指定につき30,000円

⒃　法第１１５条の４５の３第１項の指定事業者の指定（市内の事業所に係るものに限る。）の更新の申請に対する審査　１の更新につき10,000円

⒄　第１号に規定する指定（訪問介護に係るものに限る。）の申請及び第１５号に規定する指定（第１号訪問事業に係るものに限る。）の申請を同時に行う場合における当該申請に対する審査　同時に申請する２の指定につき35,000円

⒅　第３号に規定する指定（訪問介護に係るものに限る。）の更新の申請及び第１６号に規定する指定（第１号訪問事業に係るものに限る。）の更新の申請を同時に行う場合における当該申請に対する審査　同時に申請する２の更新につき10,000円

⒆　第１号に規定する指定（通所介護に係るものに限る。）の申請及び第１５号に規定する指定（第１号通所事業に係るものに限る。）の申請を同時に行う場合における当該申請に対する審査　同時に申請する２の指定につき35,000円
⒇　第３号に規定する指定（通所介護に係るものに限る。）の更新の申請及び第１６号に規定する指定（第１号通所事業に係るものに限る。）の更新の申請を同時に行う場合における当該申請に対する審査　同時に申請する２の更新につき10,000円
(21)　第５号に規定する指定（地域密着型通所介護に係るものに限る。）の申請及び第１５号に規定する指定（第１号通所事業に係るものに限る。）の申請を同時に行う場合における当該申請に対する審査　同時に申請する２の指定につき35,000円
(22)　第７号に規定する指定（地域密着型通所介護に係るものに限る。）の更新の申請及び第１６号に規定する指定（第１号通所事業に係るものに限る。）の更新の申請を同時に行う場合における当該申請に対する審査　同時に申請する２の更新につき10,000円
２　前項第２号、第４号、第６号及び第８号の規定は、これらの規定に規定する申請に係る事業を同一の事業所において一体的に運営しようとする場合であって、市長が当該申請に係る事業の種類が実質的に同じものであると認めるときの手数料について適用する。
３　第１項第１７号から第２２号までの規定は、これらの規定に規定する申請に係る事業を同一の事業所において一体的に運営しようとする場合の手数料について適用する。
（許可等に関する手数料）
第２０条　次の各号に掲げる事務に係る申請をしようとする者は、当該申請の際、当該各号に定める額の手数料を納めなければならない。
⑴　法第９４条第１項の介護老人保健施設の開設の許可の申請に対する審査　１の許可につき63,000円

⑵　法第９４条第１項の介護老人保健施設の開設の許可の更新の申請に対する審査　１の更新につき16,000円

⑶　法第９４条第２項の介護老人保健施設に係る変更（構造設備の変更を伴うものに限る。）の許可の申請に対する審査　１の許可につき33,000円

⑷　法第１０７条第１項の介護医療院の開設の許可の申請に対する審査　１の許可につき63,000円

⑸　法第１０７条第１項の介護医療院の開設の許可の更新の申請に対する審査　１の更新につき16,000円

⑹　法第１０７条第２項の介護医療院に係る変更（構造設備の変更を伴うものに限る。）の許可の申請に対する審査　１の許可につき33,000円
（手数料の還付）
第２１条　既納の手数料は、還付しない。ただし、市長が特別の理由があると認めるときは、その全部又は一部を還付することができる。
第４章　雑則
第９条第１項中「から第４項まで」を削り、同条第２項を次のように改める。
２　指定地域密着型介護予防サービス事業者は、指定地域密着型介護予防サービス基準の規定により保存が義務付けられている記録（指定地域密着型介護予防サービス基準の規定による保存期間が次に掲げる期間より短いものに限る。）を、次に掲げる期間保存しなければならない。
⑴　地域密着型介護予防サービスの計画の記録にあっては、当該計画に基づく地域密着型介護予防サービスの提供を終了した日から５年間
⑵　その他の記録にあっては、当該記録を作成し、又は取得した日から５年間
第９条第３項及び第４項を削り、同条を第１７条とし、第８条を第１１条とし、同条の次に次の５条を加える。
（指定介護老人福祉施設に係る特別養護老人ホームの入所定員の数）
第１２条　法第８６条第１項の条例で定める入所定員の数は、３０人以上とする。
（指定介護老人福祉施設の人員、設備及び運営に関する基準）
第１３条　法第８８条第１項及び第２項の条例で定める基準は、次項及び第３項に定めるもののほか、指定介護老人福祉施設の人員、設備及び運営に関する基準（平成１１年厚生省令第３９号。以下「指定介護老人福祉施設基準」という。）に定めるとおりとする。
２　指定介護老人福祉施設基準第３条第１項第１号イただし書に規定する場合の１の居室の定員は、２人以上４人以下の範囲内で市長が適当と認める数とする。
３　指定介護老人福祉施設は、指定介護老人福祉施設基準の規定により保存が義務付けられている記録（指定介護老人福祉施設基準の規定による保存期間が次に掲げる期間より短いものに限る。）を、次に掲げる期間保存しなければならない。
⑴　介護福祉施設サービスの計画の記録にあっては、当該計画に基づく介護福祉施設サービスの提供を終了した日から５年間
⑵　その他の記録にあっては、当該記録を作成し、又は取得した日から５年間
（介護老人保健施設の人員、施設、設備及び運営に関する基準）
第１４条　法第９７条第１項から第３項までの条例で定める基準は、次項に定めるもののほか、介護老人保健施設の人員、施設及び設備並びに運営に関する基準（平成１１年厚生省令第４０号。以下「介護老人保健施設基準」という。）に定めるとおりとする。
２　介護老人保健施設は、介護老人保健施設基準の規定により保存が義務付けられている記録（介護老人保健施設基準の規定による保存期間が次に掲げる期間より短いものに限る。）を、次に掲げる期間保存しなければならない。
⑴　介護保健施設サービスの計画の記録にあっては、当該計画に基づく介護保健施設サービスの提供を終了した日から５年間
⑵　その他の記録にあっては、当該記録を作成し、又は取得した日から５年間
（介護医療院の人員、施設、設備及び運営に関する基準）
第１５条　法第１１１条第１項から第３項までの条例で定める基準は、次項に定めるもののほか、介護医療院の人員、施設及び設備並びに運営に関する基準（平成３０年厚生労働省令第５号。以下「介護医療院基準」という。）に定めるとおりとする。
２　介護医療院は、介護医療院基準の規定により保存が義務付けられている記録（介護医療院基準の規定による保存期間が次に掲げる期間より短いものに限る。）を、次に掲げる期間保存しなければならない。
⑴　介護医療院サービスの計画の記録にあっては、当該計画に基づく介護医療院サービスの提供を終了した日から５年間
⑵　その他の記録にあっては、当該記録を作成し、又は取得した日から５年間
（指定介護予防サービス事業者の要件）
第１６条　法第１１５条の２第２項第１号の条例で定める者は、介護予防居宅療養管理指導に係る指定については法人又は病院、診療所若しくは薬局等を開設している者とし、介護予防訪問看護、介護予防訪問リハビリテーション、介護予防通所リハビリテーション又は介護予防短期入所療養介護に係る指定については法人又は病院若しくは診療所を開設している者とし、その他の指定については法人とする。
第７条第１項中「から第１１項まで」を削り、同条第２項を次のように改める。
２　指定地域密着型サービス事業者は、指定地域密着型サービス基準の規定により保存が義務付けられている記録（指定地域密着型サービス基準の規定による保存期間が次に掲げる期間より短いものに限る。）を、次に掲げる期間保存しなければならない。
⑴　地域密着型サービスの計画の記録にあっては、当該計画に基づく地域密着型サービスの提供を終了した日から５年間
⑵　その他の記録にあっては、当該記録を作成し、又は取得した日から５年間

第７条第３項から第１１項までを削り、同条を第１０条とし、第６条を第９条とし、第５条を第８条とする。
第４条第２項を次のように改める。
２　指定介護予防支援事業者は、指定介護予防支援等基準の規定により保存が義務付けられている記録（指定介護予防支援等基準の規定による保存期間が次に掲げる期間より短いものに限る。）を、次に掲げる期間保存しなければならない。
⑴　介護予防支援台帳にあっては、介護予防支援の提供を終了した日から５年間
⑵　その他の記録にあっては、当該記録を作成し、又は取得した日から５年間
第４条を第６条とし、同条の次に次の１条を加える。
（指定居宅サービス事業者の要件）
第７条　法第７０条第２項第１号の条例で定める者は、居宅療養管理指導に係る指定については法人又は病院、診療所若しくは薬局等を開設している者とし、訪問看護、訪問リハビリテーション、通所リハビリテーション又は短期入所療養介護に係る指定については法人又は病院若しくは診療所を開設している者とし、その他の指定については法人とする。
第３条第２項を次のように改める。
２　指定居宅介護支援事業者は、指定居宅介護支援等基準の規定により保存が義務付けられている記録（指定居宅介護支援等基準の規定による保存期間が次に掲げる期間より短いものに限る。）を、次に掲げる期間保存しなければならない。
⑴　居宅介護支援台帳にあっては、居宅介護支援の提供を終了した日から５年間
⑵　その他の記録にあっては、当該記録を作成し、又は取得した日から５年間

第３条を第４条とし、同条の次に次の１条を加える。
（指定介護予防サービス等の事業の人員、設備、運営及び支援の方法に関する基準）
第５条　法第５４条第１項第２号並びに第１１５条の４第１項及び第２項の条例で定める基準は、次項に定めるもののほか、指定介護予防サービス等の事業の人員、設備及び運営並びに指定介護予防サービス等に係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基準（平成１８年厚生労働省令第３５号。以下「指定介護予防サービス等基準」という。）に定めるとおりとする。
２　指定介護予防サービス事業者は、指定介護予防サービス等基準の規定により保存が義務付けられている記録（指定介護予防サービス等基準の規定による保存期間が次に掲げる期間より短いものに限る。）を、次に掲げる期間保存しなければならない。
⑴　介護予防サービスの計画の記録にあっては、当該計画に基づく介護予防サービスの提供を終了した日から５年間
⑵　その他の記録にあっては、当該記録を作成し、又は取得した日から５年間

第２条の次に次の章名及び１条を加える。
第２章　指定等の基準
（指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営に関する基準）
第３条　法第４２条第１項第２号並びに第７４条第１項及び第２項の条例で定める基準は、次項に定めるもののほか、指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営に関する基準（平成１１年厚生省令第３７号。以下「指定居宅サービス等基準」という。）に定めるとおりとする。
２　指定居宅サービス事業者は、指定居宅サービス等基準の規定により保存が義務付けられている記録（指定居宅サービス等基準の規定による保存期間が次に掲げる期間より短いものに限る。）を、次に掲げる期間保存しなければならない。
⑴　居宅サービスの計画の記録にあっては、当該計画に基づく居宅サービスの提供を終了した日から５年間
⑵　その他の記録にあっては、当該記録を作成し、又は取得した日から５年間

附　則
この条例は、令和２年４月１日から施行する。

( 1 )


